
平成19年虔の科学技術に関する  

予算等の資源配分の方針について  

一科学技術による成長戦略－  

平成18年6月14日  

総合科学技術会議  

基本認識  

○科学技術は「明日への投資」であり、着実に   

拡充していく必要がある  

○人口減少下での国際競争のもとで、日本が   

発展を続けるために、科学技術振興が今ほど   

求められる時はない  
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1基本的考え方  

○第3期基本計画の本格実行   

′19年度予算は、第3期基本計画の本格実行実質的初年度  

O「選択と集中」の徹底   

′優先すべき重点課題を「選択と集中」を徹底し厳選  

O「イノベーション創出絵合戦略」の実行   

′「イノベーション創出総合戦略」の具体化は、19年鹿の最重要課題  

○社会・国民に支持される科学技術の実現   

′第2期基本計画中の成果のとりまとめ、安心・安全への取組強化  

2 科学技術関係予算の充実・改革に向けた取組の強化①  

O「選択と集中」の徹底等による科学技術関係予井の改革   

′スクラップ・アンド・ビルドの徹底、3年以上の継続施策のレビューにより、   

必要に応じて整理・合理化・削減   

′重点投資を行う「戦略重点科学技術（国家基幹技術を含む）」を府省横断   

的に推進するため、個々の施策の位置付けを明確化（全体僻轍図の作成）   

′関係府省における科学技術関係予井の比重の増大  

○研究費配分における無駄の徹底排除の強化  

／電子政府構築計画に基づく府省共通研究開発管理システムの整備を本   

年度より進め、19年度中に運用開始  
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2 科学技術関係予算の充実・改革に向けた取組の強化②  

○国民への説明責任・成果発信の徹底  

′第2期基本計画中の研究開発投資成果を、失敗事例も含めて国民に  

分かりやすく取りまとめ、公表  

′科学技術に対する国民の低下した関心を高めるための関係者一丸と  

なった国民運動の展開  

′研究者等のアウトリーチ活動（国民と対話しながらニーズを共有する  

双方向コミュニケーション活動）の推進、研究成果の発信強化  

3 平成19年虔予算において優先すべ卓重点課題①  

O「イノベーション創出総合戦略」の実行  

′「イノベーション創出総合戦略」に基づいた施策を早急に具体化し、概算   

要求に反映   

・基礎研究の多様性と継続性の確保   

・世界トップレベルの研究拠点の構築   

・地域イノベーションの強化   

・戦略重点科学技術（国家基幹技術を含む）についての施策の集中的推進等  

○国際競争を勝ち抜く人材立国の実現（「モノから人へ」の実践）  

′学校外の専門的な人材の活用、国際科学オリンピックへの参加の促進等   

により、世界最高水準を目指して理数教育の抜本的充実   

／優れた若手、女性、外国人研究者の活躍を促進  
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3 平成19年屋号算において優先すべ舌重点課題②  

○国際的に通用する競争的で魅力ある研究環境の醸成  

′科学研究費補助金等の競争的資金を拡充  

公正で透明性の高い幸査休制の強化、間接経費の30％確保、繰越明許費の  

活用等を併せて推進  

′大学等の施設の老朽化対策  

○科学技術の戦略的国際化の推進  

′若手研究者の海外での活躍・研績機会の拡大   

′ハイレベルの政策対話等を踏まえたアジア諸国との戦略的共同研究  

4 稔全科学技術会議における取組の強化  

○優先順位付けの改革く具体的改革案は、7月の総合科学技術会鶉に報告〉   

′一層メリハリの効いた優先順位付けに改革  

○独立行政法人、国立大学法人等の科学技術関係活動の   

把握・所見とりまとめの強化  

○不合理な重複t無駄の徹底排除、関係府省連携の一層の   

強化   

／科学技術連携施策群のこれまでの成果を11月を目途にとりまとめ  

○研究開発の評価の徹底   

′国家基幹技術は概算要求までに評価  
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イノベーション創出総合戦略について  
5月23日総合科学技術会譲において有識者議員が提議  
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世界トップレベルの研究拠点の例  
断ての基礎研究の多様性と継続性の確保  

・科学研究費補助金等の拡充と審査体制の強化等   

抑ルの研究拠点の構築  

・大学におけるシステム改革を進め、分野の特性を配慮し大学の自主  
的な取組を促しつつ、以下のようなイメージの下、革新的な拠点形成を  

図る。「21世紀COEプログラム」の後継施策等の関連施策の有効な組み  
合わせも含め実現。   

◆研究分野について焦点を絞った拠点構想  

（分野の例：素粒子物理学、材料科学、免疫学、数学など）  
◆例えば、教授10人、研究者50人種鹿以上の規模（常勤・専属、2割以上は外国人）  
◆能力主義に基づく研究責任と報酬  

（莱績評価反映の年俸制、競争的資金からの人件費の支給など）  
◆従来の研究科・専攻の枠組みにとらわれない組織  

◆民間からの寄付金を含む外部資金の積極的獲得  

◆研究や教育の従事時間が十分確保される時間管理体制（エフォート管理）  

◆英語での研究環境  

◆出産・育児における勤務環境の改善などによる女性研究者が活躍しやすい研究環境  

◆世界的な研究者の存在または魅力ある最先端研究チームと設備の存在  

◆10～15年間程度の支援期間（5年毎に評価、入れ替えの可能性を担保する仕組み）   

※研究開発独立行政法人についても，大学に準じて検討するとともに，大学との融合を考える。   

酬の例＞  
（1）カナダ（チェアプログラム）  

・大学が「チェア」を用意し、そこに研究者を招脾する制度（リサーチ・チェア制度）。対象研究者は、厳しい評  

価により選定され、大学には研究費を、研究者自身には高額給与が支給される。研究者の国外流出防止と、  
人材の育成強化に効果が期待される。  
・カナダでは、本プログラムに政府（カナダ産業省と助成金交付機構）が、年間3憶ドルを拠出、チェア数は約  

1600（2005年現在）。   

（2）美園、韓国（フルコスト（又はフルエコノミックコスト）・フアンディング）  

・研究プロジェクトの遂行に係わる全ての経費を配分する資金配分制度。間接経費の概念はなく、研究代表  
者自らの給与も研究費に含まれる。  
・英国の場合、学術研究投資資金（SRtF）による研究費は2005／9からフルコストフアンディング化。当面はこ  

のフルエコノミックコストの80％相当額を措置することになっているが、2010年までには100％とする目棲を立  

てている。   

凌＝ネ担頓宇  
和o尺Obo庇S加s好餌鹿  
撫昭塵凝熟βポ頭長泉  

・規模：教員49名、客員研究者40名、ボスドク18名、ドクター  
コース95名  

・受託研究費約4000万ドル（2004年度実績）  

（DARPA、NASA、軍、産業界等より）  

・基礎研究から企業・政府機関と共に実用化を目指す研究まで   

常に200以上のプロジェクトを辛がける  

・企業は研究資金を提供することで研究に参画できる  

・世界最高水準の自動障害回避能力を持つ無人自動車を開発  

．腰捜名鑑星＿虔塵基数  

・規模：教員38名、全体約600名  

・報酬は業績ペース（学部長と交渉）  

・研究所内の分野融合促進のため、学内での研究費公募創設  
・多分野間の交流促進のため平易な英語でコミュニケーション  

・研究室間を隔てる壁は一切なし  

・原子1個をつまめる「光ピンセット」の開発によるノーベル賞受   

賞者（1997）など世界的研究者を擁する   



幽ゝ沖鵬融お助長脇級癒童競技津諒恕㌫違法梁  

（1）産学官連携の本格化と加速  
○産学官協働による大学院教育の国際水準への強化  

（カリキュラム作成、長期インターンシップ等）  

○技術経営（MOT）教育や知的財産教育の強化  

○サービス分野のイノベーションを起こす人材の育成  

○基礎段階から産業と大学・研究開発独立行政法人が腰を据えて  

連携する研究拠点形成（先端融合領域イノベーション創出拠点事業）  

の抜本強化：科学に裏打ちされた新産業創造促進とイノベーション加速  

監先鳴敵合領域イノベーション創出拠点幸美】  

・先端融合領域において、大学等のシーズを核にイノベーションを実現  

・早い段階から大学等と産業界が対等な立場で協働  

・平成18年度は15件を採択（うち、6件は一年間の調査・検討に限定）   

（採択例）  

′ 半導体・／iイオ融合集積化技術の構築：広島大学、エルピーダメモリ㈱  
′ 生体ゆらぎに学ぶ知的人工物と情報システム：大阪大学、オムロン㈱、  

日本電子㈱等  

′ 高次世代イメージング先端テクノハブ：京都大学、キヤノン㈱等  
′ ナノ量子情報エレクトロニクス連携研究拠点：東京大学、シャープ㈱、  

日本電気㈱等  等   

・MOT人材数、知的財産人材が不足している。  

【MOT人材輩出に関する日米比較】  （米国は2002年の推計）  

米国   160大学   12，000人／年   

日本  のべ148機関（2002～2005）   4，000人／年（2仙5）   

【す大■発を行う企業のうち知的財慮人材が不屈していると何事し年  

金♯の曹l合（アンケート■査）】  

48％（H川）、57％（日代）、57％（H21予測）  
r民間企業の研究活動に関する調査報告書J（文科省）   

・海外に比べ日本のインターンシップは短期間のものが主流   

【インターンシップの実施期間l   
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採＿択課農例「半導体ソくイオ融合集積化技術のホ築」  

提案機関：広島大学 協働機関：エルピーダメモリ㈱  
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闇大■／  ub兼併膏  
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日本：1ケ月未満が最も多い  

米国：6ケ月以上が主流  

半導体技術と′くイオ技術を融合し、   
飲む！バイオセンサを乗現  

シリヨンと結合する  

タンパク質を発見！   

（特最200もー0050¢1）  
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【米国の産学協働による大学院教育の例】  

【米国M汀のL8細erF（1hl打l血如i咽フログラム】  
・雑音規★の重璽企■（G臥ボーイング、ヒユーレットパッカード、  
コダック、インチルーlの陰力なコミットを≠てMRlこおいて職甘プロ  

グラムを例年に鼻息、穣在★ヤに約500名の卒義生を▲出1  

りく－トナー企■からの研究テーマlこ拓じた○ケ月闊の実機的イン  
ターンシツ7を舞施．  

・企集1社為た明和00万ドルき■樫と金＊科攣財団（N8F川、らの  

財政支離で礪捻。  
・LF日傘集生のA体内な成異例としてlま．ボーインク紺こおいて、7  
さ7鬱他職の組み立てウインの渡れ作九他の成功OMの唄讃現  
場において．リーン・プ8サケシュン・システムの東鶉化など  

・二  
大学  

〈MIT〉  

企1からエンジニア岨大寧鮮へ抱  
大将から畢生艦企■が捉蘇する耽畿すもため企■へ観盈  
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虚■  直学呂連携の本格化と加速（続き）  

大学等の基本特許に支援を集中し、産業界での本格的  ・大学等の研究成果の民間企業への技術移転は米国にまだまだ  
舌用を目指す戦略強化  

国境を越えた産学官連携の強化  

産学官の海外への情報発情機能の抜本的強化  日本（2005）   米国（2003）   

大学・独法の研究者が企業で一定期間活躍した後容易に  

帰できる仕組みを整備し、企業のイノベーションを活性化  

産学官連携の成功事例の紹介t普及  

■国内大学の研究費における企業からの資金割合は他国  

に比べ低水準  【大学等の韓肝実施辞職件書の日米比較】【大攣専の相乗冶搬入の日米比職】  

【各国大学の研究費（総額）における企薫からのサ金の割合】  

景■l00t コ責■l細 中州■l粥● qt■lO叫 8★■Il■ 8  
薔Il叫   ＊加   ■200I  事！○貯   ♯～脚  t■l別 口★■1■一 口♯書l穣It‖叩川”l亡‖■l耶路 0  

本l脚l  事l●蜘   仰一   本加l  ネ2∞｝   

l■・・粕一∴昨t  
19881勺己7】日用川こり，」一JUIDりl‖HI～lePJl！．℡41汀℡【lg餌Iロリ71qタgl即閃～lm021岬121山～寧  

ト・米埼二∴牒庫l  

・民間企業が外部に出す研究費は国内大学よりも海外向  海外における大学研究書が企兼で活■した畿復舟できる仕租みの例  
（1）アメリカ（サバテイカルリーブ）  

ナが多い【民間企薬の研究費支出先】  ○大学等の研究者が、所属する研究機開外で研究するために長期（数ヶ月－2年  
民間企業の研究費支出先（2003年虚実植）   程度）休暇を取得することができる制度。日本でも一部の大学で制度化。  

○インテル社では、社外かつ大学外で探索的な研究を行う「Lablet」を設置。  

UCバークレー、カーネギーメロン大等の研究者がサバテイカルリーブを利用して   

所長等に就任、共同研究を実施している。インテル社はそこでの研究成果を活用  

し、研究者は大学・研究室等と継続的な関係を保つことができ、双方にメリットが  

（2）フランス（イノベーション法） 

019g9年に「イノベーションと研究に関する法律（法律第99⊥587号）」が公布され、  

研究者は一定期間（6年間）に研究機開に籍を置いたまま、企業の社員になったり、  

出典＝総務省「平成15年産科学技術研究調査報告」  
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（2）地域イノベーションの強化  

○地域イノベーションの自立化を強力に推進。人、制度、業  
種間のネットワークを強化し、地域において研究開発の種を  
実へ育て上げる仕組みを強化。さらに、地域の知の拠点とし  
ての大学と地方公共団体や地方企業との連携を一層緊密  

化し、地域資源を最大限活用したイノベーションを促進。  

（3）切れ目ない資金供給、知の協働推進  

○優れた研究成果を選りすぐり、長期的視点で育て上げてイ  
ノベーションにつなげるため、日本学術振興会、科学技術振  
興機構、NEDO等の主要資金配分機関聞で役割分担を明  
確にしつつ連携を緊密化し、切れ目ない資金配分体制の整  
備など知の協働推進の枠組みを構築。  

・海外の成功事例を見ると、（か長期間にわたって目模となるピジョンが共有され  
プロジェクトを牽引する中心人物が存在したこと、②クラスター内のネットワーク  
活動を支える支接組織が有効に機能したこと、③中小企業向け政策支援が効  
果的に活用されたこと、等が挙げられている。  

海外における地域クラスターの例  

米・テキサス州オニスティン  
企♯や研究機開の誘致からはじまり、1980年前後に忙2（アイシースクエア）やATl（オーステイン・テクノロ  

ジー・インキュベータ）等が中心となって汀クラスターを形成し、急成長を遂げたことで、クラスターの「オース  
テイン・モデル」として知られる。  

米ニカリ2よ姓差出とデ進呈  
1980年代に、UCSD（カリフォルニア大学サンディエゴ稜）軌こよるハイテクリくイオ中心の連携ネットワー  

ク「コネクト」を機として、産学連携を推進。多くのスピンオフ・ベンチャーを創出。  

独エビ虻胤！イよクラスタ＝血生2旦ダラ奥ま  
／くイオ産業集積が進んでいた地域を対象に、199¢年より研究支援、ベンチャー促進を支援。2段階の育  

成型コンテスト方式により、1次週定で17地域、最終的に3地域（ミュンヘン等）を選定。この事法によって、1  

次邁定地域も含めた／くイオ産業の全国的なボトムアップが実現。  

敷イ∠励u∠さ＝撼ラ基タ＝創生Z貝ダラ揖  
旧東独地域振興策として、用99年から地域の産学官のネットワークによる各種活動を支擁し、28地域  

（ポツダム専）で事業実施。ピオレギオと同様に、各地域のオリジナリティを清かしたクラスターの形成プラン  
をボトムアップ型で提案させ、競争を通じて育成する手法を採用。  

差：塩生＝曲集運監グ蝕＝2  
1錮9年に設置された地域開発公社（RDA）を、クラスター政策を推進する機関として位置づけ。  
クラスター政策推進の資金「イノベ一子イブクラスターファンド」「地域イノベーションファンドJを創凱  

（4）戦略重点科学技術についての施策の集  

中的推進  
○分野別推進戦略の下で集中投資を図る戦略重点  
科学技術は、大きな社会的・経済的価値実現を目指  
すものであり、イノベーションを起こすべき中核的な領  
域。戦略重点科学技術について、イノベーションの源  

から結実まで一貢した研究開発プロジェクト推進や科  

学技術連携施策群等の各種政策連携を総合科学技  
術会議が責任を持って実施。  
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－【  臣地域イノベ剛ションの強化】  
寧館のスター・  
†事野■撞】   地域科学技術振興は「地域ポテンシャル活用による科学技術の高度化・多様  

化」、「地域における革新技術・新産業創出を通じたわが国経済の活性化」とい  
う両面から推進。その中心となる取組として、知的クラスターと産業クラスター  
の形成を実施。  




